
 
 

鳥取県人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業費補助金交付要綱 
 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」とい

う。）第４条の規定に基づき、鳥取県人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業費補助金（以下

「本補助金」という｡）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 
（交付目的） 
第２条 本補助金は、地域の農業者等の話合いに基づき、農地の集約化に重点を置いた地域が目指す

べき将来の具体的な農地利用の姿等を明確化した計画の作成に向けた取組を支援することにより、

分散する農地を集約化し、農業の成長産業化を図ることを目的として交付する。 
 
（補助金の交付） 
第３条 県は、前条の目的の達成に資するため、人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業実施要綱

（令和４年３月３０日付３経営第３１５６号農林水産事務次官依命通知。（以下、「国実施要綱」

という。）及び担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱（平成１２年４月１日付１２構改

Ｂ第３５０号農林水産事務次官依命通知。以下、「国交付要綱」という。）に基づく、別表の第１

欄に掲げる事業（以下、「補助事業」という。）を行う市町村に対し、予算の範囲内で本補助金を

交付する。 
２ 本補助金の額は、補助事業に要する別表の第２欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」とい

う。）の額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の

金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た

金額の合計額をいう。以下同じ。）を除く。）に、同表の第３欄に定める率（以下「補助率」とい

う。）を乗じて得た額以下とする。 
３ なお、鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実施

に当たっては、県内事業者への発注に努めなければならない。 
 
（交付申請の時期等） 
第４条 本補助金の交付申請は、知事が別に定める日までに行わなければならない。 
２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１号によるもの

とする。 
３ 本補助金の交付を受けようとする者は、当該者が免税事業者、簡易課税事業者、特定収入割合が

５パーセントを超えている公益法人等（消費税法別表第三に掲げる法人及び同法第２条第７項に規

定する人格のない社団等）若しくは地方公共団体であるとき、又は仕入控除税額が明らかでないと

きは、前条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得

た額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲内で交付申請をすることができる。 

 

 
（交付決定の時期等） 

第５条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から起算して、その財源に充当

する国の補助金の交付を知事が申請してから当該交付の決定を受けるまでの日数に、原則とし

て、３０日を加えた日数が経過する日までの間に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第２号によるものとする。 
３ 知事は、前条第３項の規定による申請を受けたときは、第３条第２項の規定にかかわらず、仕入

控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控除税額が

明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とす

る。以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 



 
（承認を要しない変更） 
第６条 規則第１２条第１項の知事が別に定める変更は、別表の第４欄に定めるもの以外の変更とす

る。 

２ 第５条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。この場合において、同項中「財源に

充当する国の補助金等の交付を知事が申請してから当該交付の決定」とあるのは、「変更等に

ついて中国四国農政局長の承認を知事が申請してから当該承認」と読み替えるものとする。 

 

（遂行状況報告の時期等） 

第７条 市町村長は、本補助金の交付決定のあった年度の第３四半期の末日現在において、様式

第３号により事業遂行状況報告書を作成し、当該四半期の最終月の翌月１５日までに知事に報

告しなければならない。 

 
（実績報告の時期等） 
第８条 規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」という。）は、次に掲げる日まで

に行わなければならない。 
(１) 規則第１７条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止若しくは

廃止の日から２０日を経過する日又は翌年度の４月５日のいずれか早い日。 
(２) 規則第１７条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属する年度の

翌年度の４月５日。ただし、国から県に対し当該補助金の全額が概算払いにより交付された

場合は、翌年度の４月２０日とし、知事はその旨を市町村長へ通知するものとする。 

２ 規則第１７条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第

１号によるものとする。 
３ 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、その時点で

明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入

控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超え

る額を控除して報告しなければならない。 
４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が実

績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）

を超えるときは、様式第４号により速やかに知事に報告し、知事の返還命令を受けて、その超える

額に対応する額を県に返還しなければならない。 

 

（交付決定前着手届） 

第９条 市町村長は、事業の円滑な実施を図るため、交付決定前の着手が必要な場合は、本事業

の内容が的確となり、かつ、補助金の交付が確実となってから、理由を記載した交付決定前着

手届を知事に提出すること。 

 

（提出書類について） 

第１０条 規則、この要綱、国実施要綱及び国交付要綱の規定により市町村長が知事に提出する

書類は、所轄の地方事務所（東部農林事務所、東部農林事務所八頭事務所、中部総合事務所、

西部総合事務所、西部総合事務所日野振興センター）の長を経由して提出するものとする。 

 

（雑 則） 

第１１条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、農林

水産部長が別に定める。 

 
 



   附 則 
１ この要綱は、令和４年５月２５日から施行し、令和４年度事業から適用する。 

２ 鳥取県人・農地問題解決加速化支援事業費補助金交付要綱（（平成２６年４月２４日付第２０１

４００１５１２２号鳥取県農林水産部長通知。以下「旧要綱」という。）は、廃止する。ただし、

旧要綱の規定により交付決定を受けた補助事業に関しては、なお従前の例によることとする。 
 



別表 

＊工事請負費又は委託費に係る経費については、県内事業者が実施したものに限り補助対象とする。ただし、やむを得ない事情で 
県内事業者への発注が困難と県が認めたときは、この限りでない。 
 
 
 

 

１ 
補助事業 

２ 

補助対象経費 
３ 

補助率 
４ 

重要な変更 
人・農地将来ビジョン確立・

実現支援事業 

国実施要綱第２に規定する将来の具体的な農地利用の姿
や農地を利用する者などを明確化した計画を作成するため
の次の取組に要する経費＊ 
１．集落・地域における話合いの開催 
２．話合いをコーディネートする専門家の派遣 
３．将来の農地利用の姿等の検討・作成 
４．検討会の開催 
５．周知、フォローアップ等 
 

１０／１０ 
 
（ただし、国の
予算の範囲内と
する） 

１ 補助金の増額及び３割を
超える減額 

２ 補助事業の新設及び中止 



  

様式第１号（第４条、第８条関係） 

 

○○年度鳥取県人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業計画（報告）書 

 

 

 １ 事業の目的 

 

 

 

                                                                                

２ 事業の内容 

   別紙のとおり 

＊承認された国実施要綱第５の２に定める市町村事業実施計画（別紙様式第１号）の写しを

別紙として添付すること。 

 

 ３ 経費の配分 

 

区       分 

補助事業に要する 

経費（又は補助事 

業に要した経費） 

(Ａ＋Ｂ) 

負 担 区 分 

備 考 補助金 

(Ａ) 

その他 

(Ｂ) 

 

将来の具体的な農地利用の姿や農地を

利用する者などを明確化した計画を作

成するための経費 

１．集落・地域における話合いの開催 

２．話合いをコーディネートする専門家

の派遣 

３．将来の農地利用の姿等の検討・作成 

４．検討会の開催 

５．周知、フォローアップ等 

 

 

円 円 円  

合     計     

 

４ 事業完了（予定）年月日   年  月  日 



  

 ５ 収支予算（精算） 

  （１） 収入の部 

区     分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比較増減 
備  考 

増 減 

補   助   金 

 

そ   の   他 

円 円 円 円   

計      

       

 

（２） 支出の部 

区    分 
本年度予算額 

（本年度精算額） 

前年度予算額 

（本年度予算額） 

比較増減 
備考 

増 減 

 

将来の具体的な農地利用の姿や農地を

利用する者などを明確化した計画を作

成するための経費 

１．集落・地域における話合いの開催 

２．話合いをコーディネートする専門家

の派遣 

３．将来の農地利用の姿等の検討・作成 

４．検討会の開催 

５．周知、フォローアップ等 

 

円 円 円 円  

合     計      

 

    ６ 添付書類 

    (1) 国実施要綱別紙様式第１号の事業完了報告書（実績報告書の場合に限る。） 

       (2) 事業を委託して実施する場合は委託契約書の写し（実績報告書の場合に限る。） 



様式第２号（第５条関係） 

番    号 

年  月 日 

 

 

             様 

 

                                              職 氏 名       

 

○○年度鳥取県人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業費補助金交付決定通知書 

 

   年  月  日付（番号）の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥

取県人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業費補助金（以下「本補助金」という。）に

ついては、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」とい

う。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第

８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 対象事業 

  本補助金の対象事業の内容は、申請書に記載のとおりとする。 

 

２ 交付決定額等 

  本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内

容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

 （１）算定基準額     金        円 

 （２）交付決定額     金        円 

 

３ 経費の配分 

  本補助金の対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、申請書

に記載されたとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更された場合においては、別

に通知するところによる。 

 

４ 交付額の確定 

  本補助金の額の確定は、対象経費の実績額について、鳥取県人・農地将来ビジョン確

立・実現支援事業費補助金交付要綱（令和４年５月２５日付第２０２２０００４６２９

５号鳥取県農林水産部長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項及び第５条第３項

の規定を適用して算定した額と前記２の（２）の交付決定額（変更された場合は、変更

後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 

 

５ 補助規程等の遵守 

  本補助金は、間接国費補助金に該当するものであり、その収受及び使用、対象事業の

遂行等に当たっては、規則及び要綱のほか、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、農林畜水産業関係補助金等交付規則(昭和３１

年農林水産省令第１８号）、人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業実施要綱（令和

４年３月３０日付３経営第３１５６号農林水産事務次官依命通知）、担い手育成・確保

等対策事業費補助金等交付要綱（平成１２年４月１日付１２構改Ｂ第３５０号農林水産

事務次官依命通知）の規定に従わなければならない。  



６ 補助金交付の条件  
  本補助金の交付の条件は、上記５に定めるものの他、次のとおりとする。  
（１）契約等  

ア 補助事業の一部を第三者に委託する場合は、あらかじめ県知事に届け出なければな

らない。  

イ  補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の競争に付

さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付することが困難又

は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約によることができる。  

ウ  前項の契約をしようとする場合は、当該契約に係る入札又は見積り合せ（以下「入

札等」という。)に参加しようとする者に対し、契約に係る指名停止等を受けていな

い旨の申立書の提出を求めることとし、当該申立書の提出のない者については、入札

等に参加させてはならない。  

（２）債権譲渡等の禁止  

当該交付決定の通知によって生じる権利及び義務の全部又は一部を、県知事の承諾

を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。  

（３）残存物件の処理 

補助事業等を完了し、中止し、又は廃止した場合において、当該事業の実施のため 

に取得した機械器具、仮設物、材料等の物件が残存するときは、その品目、数量及び

取得価格を県知事に報告しその指示を受けなければならない。 

（４）補助金調書の作成 

   当該補助事業に係る歳出歳入の予算書並びに決算書における計上科目及び科

目別計上金額を明らかにするため、担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付

要綱別記様式第１１号による補助金調書を作成しておかなければならない。 

 



 様式第３号（第７条関係） 
 
 

○○年度鳥取県人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業遂行状況報告書 
 
                                                                        番     号 
                                                                        年  月  日 
 
                様 
 
 
                                                        職   氏       名      
 
      年 月 日付第  号をもって交付決定通知のあったこの事業について、鳥取県人・農地将

来ビジョン確立・実現支援事業費補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり事業遂行

状況を報告する。 
 
 

記 

 
１ 事業遂行状況（第 ・四半期末現在） 

区  分 総事業費 

事業の遂行状況 
備考 ○年○月○日までに完

了したもの 
○年○月○日以降に実

施するもの 
出来高事業費 出 来 高

比率 
事業費 事業完了

予定年月

日 

 

１．集落・地域における話
合いの開催 
 
２．話合いをコーディネー
トする専門家の派遣 
 
３．将来の農地利用の姿等
の検討・作成 
 
４．検討会の開催 
 
５．周知、フォローアップ
等 

円 円 ％ 円  
 
 
 
 
 

合 計 
     

 
２ 事業開始年月日        年  月  日 

 
（注）１ 区分欄には、様式第１号の「３経費の配分」に記載された事項について記載すること。 

２ 「出来高事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。 



 様式第４号（第８条関係） 

 

 番    号 

年  月  日 

 

○○年度仕入控除税額報告書 

  

   鳥取県知事       様                                               

 

                                                   住   所 

団 体 名 

代表者氏名                      

                                                                             

     年  月  日付  第   号で交付決定のあった  年度鳥取県人・農地将来ビジョン確立

・実現支援事業費補助金について、鳥取県人・農地将来ビジョン確立・実現支援事業費補助金交付要綱（令

和４年５月２５日付第２０２２０００４６２９５号鳥取県農林水産部長通知）第８条第４項の規定に基づ

き、下記のとおり報告します。                                                                                                                             

                                                                             

記 

                                                                             

   １ 補助金の確定額（  年 月 日付  第   号による通知額）         

           金        円     

 

   ２ 実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えていた場合は交付決定控除税額）         

金         円    

  

   ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額  

金        円 

 

  ４ 補助金返還相当額 

  （３－２）×補助金の確定額／当該確定額に係る補助対象経費の額 

 

    （注）記載内容確認のため、以下の資料を添付すること。 

      ・消費税確定申告の写し（税務署の収受印等のあるもの） 

      ・「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算書」の写し 

      ・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料も合わせて提出 

すること） 

・消費税法第６０条第４項に規定する特定収入の割合を確認できる資料 

 

５ 当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合、その理由を記載 

  〔                                     〕 

    （注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載すること。 

 

６ 当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合、その理由を記載 

    〔                                     〕 

 

    （注）記載内容確認のため、以下の資料を添付すること 

      ・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告の写し（税務署長の収受印のあ 

るもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料。 

・簡易課税制度の適用を受ける場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し 

（税務署長の収受印等のあるもの） 

・消費税法第６０条第４項に規定する特定収入の割合を確認できる資料 


